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(１) 光ネットワーク技術
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研究開発

(１)光ネットワーク技術の研究開発

NICT

総務省

400G標準化競争（IEEE、ITU、OIF）
2011年にIEEEでは議論開始。2017年末頃に一部完了。

100G光伝送・交換の製品開発・市場展開
（各国の海底ケーブルへの導入）

100G標準化（ITU、IEEE、OIF）

超高速光伝送システム技術
の研究開発（H21）

超高速光エッジノード技術
の研究開発（H22,H23）

毎秒１テラビットの
光伝送・交換技術

毎秒100ギガビットの
光伝送・交換技術

超高速・低消費電力光ネットワーク
技術の研究開発（H24-H26）

毎秒400ギガビットの
光伝送・交換技術

100G光伝送用
チップ

海底ケーブルへの導入事例

第2期中期計画 第3期中期計画

「フォトニックネットワークに関する研究開発」（情報通信研究機構）

成果の活用

・・・

第４期中長期計画 ・・・

国際標準化

成果展開

H21年度
(2009年度)

H22年度
(2010年度)

H23年度
(2011年度)

H24年度
(2012年度)

H25年度
(2013年度)

H26年度
(2014年度)

H27年度
(2015年度)

H28年度
(2016年度)

H29年度
(2017年度)

H30年度
(2018年度)

巨大データ流通を支える次世代
光ネットワーク技術の研究開発
(H27-H29)

・・・ H32年度
(2020年度)

新たな社会インフラを担う
革新的光ネットワーク技術
の研究開発(H30-H33)

毎秒５テラビット級光伝送用
信号処理技術

・マルチコアファイバ技術
・高効率光アクセス技術

＋

1T標準化競争（IEEE、ITU、OIF）
2018年より議論開始予定

400G光伝送・交換の製品開発・市場展開
（データセンタ間ネットワークへの導入）

・・・

400G光トランシーバによる効果

400G光伝送用
チップ

日本製チップは世界トップシェア（H24年度では国際シェア50%以上）

オールジャパン体制による研究開発



3超高速光伝送技術の発展
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【第三世代】
デジタルコヒーレント伝送 &
高密度波長多重(DWDM)

8Tb/s/fiber

100Gb/s/ch

波長多重による
大容量化
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【技術のポイント】
• 光の位相を利用すること
で、1chあたり
100Gbps伝送を実現

• デジタル信号処理により、
波形歪みを補償し、光
位相からデータ情報を
抽出

• 本方式の実現には、デ
ジタル信号処理回路
（DSP-LSI）が必須

光ファイバーを用いた超高速通信は30年間で約100万倍の技術革新を実現してきた。
現在は第三世代の「デジタルコヒーレント方式」が主流となっているが、わが国はこれまで培ってきた高い技
術力によって国際的な技術競争をリードしている。

DSP-LSI



4100Ｇbps光伝送方式研究開発の推進

デジタルコヒーレント世代の100Ｇbps光伝送方式研究開発では、複数の日本企業がOpen 
Innovationの発想のもとでパートナシップを組み、協調領域として各社の優位技術を統合した。
その結果、世界に先駆けてキーデバイス（100G-DSP-LSI）の実用化に成功し、技術/ビジネス両面
における熾烈な国際競争を優位に展開している。

100G-DSP-LSI試作

デジタルコヒーレント光伝送技術の確立

100G 
DSP-LSI

光伝送装置
(主に日本企業)

国際標準化
ＩＴＵ－Ｔ

etc.

総務省委託研究
「超高速光伝送システム技術の研究開発」（2009年度）
「超高速光エッジノードの研究開発」（2010, 2011年度）

グローバルマーケット
（社会実装）

統合された各社の優位技術

官民あわせた短期集中投資によって実現



5社会実装に向けた取組と成果
関係各社によって製品化された光伝送装置は、2013年度より国内外の陸上/海底100G商用サービ
スに多数導入されてきた。
その結果、総務省委託研究の成果を活用したDSP-LSIはグローバル市場へ展開され、世界のトップシェ
アを獲得した。
光伝送装置とDSP-LSIを合わせた売上は、5年間で約2,800億円を達成している。

SpectralWave DW7000

FlashWave 9500

MF-8800GW

DSP-LSI

光伝送装置への展開（製品化）

海底100G商用サービスへの適用例
（各社による競争）



(２) ネットワーク基盤技術
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年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

ユビキタスネットワーク社会の実現に向けた基
盤技術の確立

ビッグデータ時代に
対応するネットワー
ク基盤技術の確立

平成20年度
(2008年度)

平成21年度
(2009年度)

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度)

平成32年度
(2020年度)

平成17年度
(2005年度)

平成18年度
(2006年度)

平成19年度
(2007年度)

研究
開発

標準化 （ITU、IEEE、OIF 、W3C等）標準化

成果
展開

(２)ネットワーク基盤技術の研究開発

平成25年度
(2013年度)

平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

低炭素社会の実現に向けたグ
リーンネットワーク基盤技術

の確立

平成31年度
(2019年度)

平成28年度
(2016年度)

ユビキタス特区事業

u-Japan政策

政府／
総務省
政策

スマート・ジャパ
ンICT戦略

ICT成長戦略

IT新改革戦略
i-Japan戦略

2015
新たな情報通信技術戦略 世界最先端IT国家総合宣言

ユビキタスセンサーネットワーク技
術に関する研究開発

アジア・ユビキタスプラットフォーム
技術に関する研究開発

ユビキタス・プラットフォーム技術の
研究開発

膨大な数の極小
データの効率的な
配送基盤技術の研
究開発

ロバストなビッグ
データ利活用基盤
技術の研究開発

ネットワーク仮想化技術の研究
開発

変動する通信状況に適応する省エネなネットワーク
制御基盤技術の研究開発

脳の仕組みを活かした
イノベーション創成型研究開発

低消費電力型通信
技術等の研究開発

グリーンネットワー
ク基盤技術の研究
開発

クラウドサービスを支える高信頼・省電力ネット
ワーク制御技術の研究開発

消費エネルギー抑
制ホームネットワー
ク技術の研究開発

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

Active JapanICT

戦略

スマート・ユビキタス
ネット社会実現戦略

センサー間ネットワーキング技術

多国間認証技術

システム間連携技術

電子タグ読書技術

位置検出技術

自己組織的制御技術

ネットワーク資源管理・制御技術

自己組織型ネットワーク制御技術

ネットワーク省電力化技術

ネットワークに接続されたすべての端末を協調・制御する技術、すべ
ての端末のリアルタイム応答・認証技術等を確立することで、あらゆ
るモノがネットワークに接続可能な基盤技術を確立。

電源供給が不安定な環境下におけ
るネットワークの省電力化を実現

様々なネットワークを仮想的に統合し、
リソースを柔軟にかつ効率的に運用
管理する技術を確立。

ネット
ワークの
耐災害性
強化

大規模災害時における移
動通信ネットワーク動的
制御技術の研究開発

大規模通信混雑時における
通信処理機能のネットワーク
化に関する研究開発

IoT・BD・AI時代に対応するネット
ワーク基盤技術の確立

IoT共通基盤技術の確立・実証

優先度に応じたトラヒック処理技術

様々なIoT機器や通信方式に対応する技術

データ連携を可能にする技術

官民データ活用
推進基本計画

2020年に向けた社会全体のICT化
アクションプラン

革新的AIネットワーク統合基盤技
術の研究開発

ネットワークリソースを自動最適制御する技術

IoT総合戦略
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以下の基盤技術を開発

① ネットワークを統合制御可能とするプラットフォーム
技術

② ネットワーク運用管理の一元化・高信頼化技術

③ ネットワーク仮想化を、光や無線、レイヤの異なる

パケット等、様々なネットワークに拡充する技術

ネットワーク仮想化技術の研究開発

研究開発期間： H25年度 ～ H27年度
研究開発費： H25年12.7億円、 H26年7.0億円、H27年5.5億円

計25.2億円
実施研究機関：日本電気（株）、日本電信電話（株）、ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝｽﾞ（株）、富士通（株）、（株）日立製作所

センサーやスマートフォン等から集まる多種多量なデータ（ビッグデータ）の増大に伴い、多様化したネットワークに流れるトラヒッ
クが一層増大しダイナミックに変化することで、ネットワークの制御能力に限界を迎えることが懸念されている。このため、ネット
ワークを統合管理、制御可能とする新たなプラットフォームとしてネットワーク仮想化技術（SDN）が求められている。

背景

研究開発概要

公衆網に導入できる機能や性能を有する技術
を確立することで、国際標準及び市場支配力の
獲得を目指す。
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 ネットワークを統合制御可能とするプラットフォーム技術、ネットワーク運用管理の
一元化・高信頼化技術、ネットワーク仮想化を光、パケット、無線、マルチレイヤ等
のネットワークに拡充する技術について基盤技術を確立。

 研究開発成果のうち、SDN 共通制御プラットフォームソフトウェア（ODENOS）、
ODENOSにおいて光ネットワーク及びパケットネットワークを扱えるようにするため
のドライバソフトウェア、高機能・高性能SDNスイッチソフトウェア（Lagopus）をオー
プンソースソフトウェアとして公開。

 Lagopusの搭載製品が平成26年度に販売開始されたほか、研究開発成果を反映
したシステムが国内のインフラ関連企業、通信事業者等250システム以上に搭載。

 SDN技術を通信事業者のネットワークに適用するための指針や基本的な考え方
をガイドラインとしてまとめ、公開（H28.3）。

 技術自体の「標準化」、利用者拡大を目指す「オープン化」、
市場貢献を目指す「実用化・商用化」の３項目に注力し、成果
の社会実装拡大を目指す。

 平成29年12月、NICT JGN-XのSDNテストベッド ”RISE3.0” に
Lagopusを導入し、各種 ICT 技術の検証に活用中。

 総務省がH29年度から実施している「IoTネットワーク運用人
材育成事業」において、演習・実習に用いるSDNインターネット
エクスチェンジへ本研究成果を実装（一般社団法人 AITAC）。
現在は、学生や社会人を対象とした人材育成の実証実験に
活用中。

開発成果の一部をオープンソースとして公開
http://www.o3project.org/ja/index.html

Lagopus搭載の
ネットワークスイッチ
実装の様子

主な成果

今後の取組

ネットワーク仮想化技術の研究開発
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ネットワーク仮想化技術の研究開発

 NEC及びNTTは、ODENOSやLagopusを導入したSDNソリューションを成果展開中。
・本研究の成果を含むSDNソリューションは国内の企業、官公庁、テレコムキャリアで、250システム以上が稼働中
・Lagopusは、IntelやCiscoの製品に実装されているほか、Lagopusを使ったSDNスイッチも製品化され、推定百数十台が出荷

また、ODENOS、 Lagopusはオープンソースソフトウェアとして公開中であり、研究開発後も着実に利用が拡大している。
・ODENOSは、テキサス大研究プロジェクトや慶応大学とKDDI総研によるACTIONプロジェクトにおいて活用
・Lagopusは、米国バージニア大のInternet2を始めとした国内外の学術機関での研究に活用

＜NECの成果展開事例＞

ODENOS、Lagopusの成果展開事例

＜NTTの成果展開事例＞

＜OSSのダウンロード状況＞

Lagopusのダウンロード推移

平成30年1月時点での
推定総ダウンロード数
ODENOS：約3,600
Lagopus：約4,800

・研究開発後もGitHubにおいて
OSSを公開中
・開発コミュニティを通じてメンテナンス
を実施
・着実に利用が拡大している

東京駅「駅構内共通ネットワーク」の整備
東日本旅客鉄道（株）

Suicaロッカーや公衆無線LANなど、駅を利用
するお客様のニーズに応じたサービスを迅速に提供

SDN広域基幹ネットワークの整備
西日本高速道路（株）

45拠点を結ぶNWの統合制御・管理・可視化により
災害対応の強化や柔軟なサービス拡充を実現

・Lagopusを構成する部品である仮想ネットワークインターフェースドライバは、
Intel、Ciscoの製品に実装されている

Intel DPDK (data plane development kit)
（ネットワーク処理に特化したアプリケーションを作
成するためのソフトウェアライブラリ）

Cisco VPP (Vector Packet Processing)
（汎用 CPUのためのパケット転送処理高速化技術）



(参考) ネットワーク分野の新規プロジェクト



12新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発

 2020年以降、8Kコンテンツのインターネット配信、遠隔医療等の普及により通信需要が爆発的に増大。(2030年
には現在の100倍)

 現行デジタルコヒーレントのみによる基幹網の強化だけでは将来の大容量化への対応が困難。
⇒ 基幹網からアクセス網まで総合的な大容量化・高効率化を実現する革新的光通信技術の開発が急務

 ①毎秒5テラビット級光伝送技術(現行主流技術の50倍)、②マルチコアファイバ光伝送技術、③高効率光アクセ
ス技術の研究開発を実施予定。
⇒ 最先端技術にいち早く取り組む事で、国際競争力強化。 【H30予定額：９．５億円】

WDM

コア・メトロNW

FTTH

光アクセス

集約トラフィックの増大
・伝送方式検討
・一括増幅技術
・ケーブル化等要素基盤技術

2030年頃には１Pbpsに！

データセンター

遠隔医療

８Ｋ映像

スマートフォン

①5Tbps級高速大容量・低消費電力光伝送技術

②マルチコア大容量光伝送システム技術

FTTHサービス ビジネス向け
サービス

モバイル向け
サービス

IoTサービス

監視・制御技術

最適構成技術
大容量アクセス伝送技術

光FE・
・
・

DSP

DSP

DSP

マルチキャリア連携
符号化・補償

マルチDSP連携

最先端プロセス
における回路最適化

超高密度波長
多重伝送

マルチキャリア連携
光信号処理による

信号分離

③高効率光アクセスメトロ技術

※1 WDM(Wavelength Division Multiplexing): 波長分割多重
※2 DSP(Digital Signal Processing): デジタル信号処理(回路)
※3 FTTH(Fiber to the Home): 光ファイバを個人宅まで引き込む光アクセス網構成

※1

※2
基幹網

※3



13革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発

Society5.0時代における通信量の爆発的増加や多種多様なサービス要件に対応するため、AIによる要件理解
等を行い、ネットワークリソースを自動最適制御する技術の研究開発を推進する。

【H30予定額：５．４億円】

○ 5GやIoT機器の急速な普及に伴い、通信量の爆発的な
増加が見込まれるとともに、求められるサービス要件
（超低遅延、同時多数接続等）は急速に多様化・高度化

○ Society5.0の実現に向けて、革新的なネットワーク
基盤の構築が急務

【これまでの取組・現状】 【目標・成果イメージ】

○ AIによる要件理解等を行い、ネットワークリソース
を自動最適制御する技術を確立

○ これらの技術を確立することにより、Society5.0の
実現や我が国の国際競争力の強化に寄与

AIによる要件理解等を行い、
ネットワークリソースの自動最適制御を実現Society 5.0時代の多種多様なサービス

多種多様でハイレベルな
サービス要件への対応
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